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本事業では20の実証事業者を採択し、下記の事業内容、テーマにおいて実証事業を行った。

実証事業の実施実績_実証事業者の概要（1/2）

実証事業 事業テーマ

# 事業名 代表団体名
月経・
PMS

妊娠・
不妊

産後
ケア

更年期
婦人科
疾患

ヘルス
リテラシー

その他

01
働く女性が乳がんを経験しても変わりなく働くことのできる場所の提供・雇用と、価格・着け心地共に
ストレスフリーな国産パッド開発

アボワールインターナショナル株式会社 ●

02 大企業および中小企業の従業員を対象としたライフステージを支える企業内助産師の有用性検証事業 株式会社With Midwife ● ● ● ● ●

03
潜在助産師を活用した、地方における育児期の女性の職場復帰を支援するオンライン相談事業：
「The CARE for Community」実証実験

株式会社With Midwife ● ●

04 女性の意思決定支援サービスの構築およびライフデザインにまつわる社会環境整備に向けた実証事業 一般財団法人ウェルネスサポートLab ● ● ● ● ● ●

05 不妊治療患者を対象にした遠隔医療スキームの確立、および、不妊治療啓発の動画コンテンツ作成 vivola株式会社 ●

06 働く女性の健康に対するオンライン支援プログラムの効果検証 株式会社Kids Public ● ● ● ● ●

07 産婦人科による働く女性の健康やライフイベントに伴う悩みや不安に関するオンライン相談事業 医療法人葵鐘会 ● ● ● ● ● ● ●

08 法人向けオンライン女性健康相談サービス「フェムラインかごしま」実証事業 社会医療法人博愛会 相良病院 ● ● ● ●

09 生理用品の計量管理による生理周期の把握とデータを活用した健康課題の解決 シャープ株式会社 ● ●

10 働く更年期女性がキャリアをあきらめないためのヘルスリテラシー向上・相談窓口事業 株式会社ジョコネ。 ● ●
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実証事業 事業テーマ

# 事業名 代表団体名
月経・
PMS

妊娠・
不妊

産後
ケア

更年期
婦人科
疾患

ヘルス
リテラシー

その他

11 生命をつなぐ 世代をつなぐ 医療をつなぐ診療支援システム開発 株式会社シンフォニア ●

12 妊活・不妊治療と仕事の両立を支援する妊活サポート事業 株式会社ステルラ ●

13 更年期ケアの重要性を可視化し、社会へ啓蒙＠渋谷区＠神戸市 自治体連携 株式会社TRULY ● ●

14 女性のライフプランとキャリアの両立支援事業 株式会社ninpath ●

15
個人・企業のヘルスリテラシー向上と日本の８割の雇用を支えるローカル経済圏での
フェムテック普及展開の仕組みの構築に向けた実証事業

株式会社陽と人 ● ● ● ● ● ●

16
自治体と連携した
1. 妊活・不妊治療の当事者向けサポート 2. 妊活・不妊治療を支える周囲のサポート啓蒙

株式会社ファミワン ● ● ● ● ●

17
日常生活の中で簡便に自身の疲労度・ストレスレベルを可視化し、リアルタイムで感覚刺激を通じた
解決を行うアプリ「me-fullness」による、働く女性の疲労・ストレス緩和ソリューションの実証事業

株式会社ポーラ・オルビスホールディングス ●

18 女性社員が入社からリタイアまでいきいきと働ける環境を実現する健康課題改善プラットフォーム事業 丸紅株式会社 ● ● ● ●

19 周産期遠隔医療プラットフォームを活用した仕事と安全な妊娠・出産の両立にかかる実証事業 メロディ・インターナショナル株式会社 ● ●

20
女性従業員と企業へのワンストップソリューション伴走支援による
女性の健康課題解決と就業継続促進に向けた健康相談並びにセミナー事業

株式会社SUSTAINABLEME ● ● ● ● ● ● ●

本事業では20の実証事業者を採択し、下記の事業内容、テーマにおいて実証事業を行った。

実証事業の実施実績_実証事業者の概要（2/2）
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20の実証事業において、55の企業、10の自治体、25の医療機関が関与し、フェムテック等サポートサービス
を提供した。

実証事業の実施実績_アウトプット（1/2）

55社

企業

10団体

自治体

25機関

医療機関

※20の実証事業者およびコンソーシアム参画団体の総数

サービス提供者数※
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229社

企業

86団体

自治体

23機関

医療機関

※マス向けセミナー等への参加も含む

5,240名

利用者

20の実証事業を通じて、フェムテック等サポートサービスを5,240の利用者、229の企業、86の自治体、
23の医療機関に提供した。

実証事業の実施実績_アウトプット（2/2）

サービス利用者、導入団体数※
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01.
働く女性が乳がんを経験しても変わりなく働くことのできる場所の提供・雇用と、
価格・着け心地共にストレスフリーな国産パッド開発
（代表団体：アボワールインターナショナル株式会社）
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02.
大企業および中小企業の従業員を対象とした
ライフステージを支える企業内助産師の有用性検証事業 (関西エリア)
（代表団体：株式会社With Midwife）
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03.
潜在助産師を活用した、地方における育児期の女性の職場復帰を支援する
オンライン相談事業：「The CARE for Community」実証実験（信州エリア)
（代表団体：株式会社With Midwife）
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04.
女性の意思決定支援サービスの構築およびライフデザインにまつわる社会環境整備に
向けた実証事業
(一般財団法人ウェルネスサポートLab)
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05.
不妊治療患者を対象にした遠隔医療スキームの確立、および、
不妊治療啓発の動画コンテンツ作成
(vivola株式会社)
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06.
働く女性の健康に対するオンライン支援プログラムの効果検証
(株式会社Kids Public)
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07.
産婦人科による働く女性の健康やライフイベントに伴う悩みや不安に関する
オンライン相談事業
(医療法人葵鐘会)
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08.
法人向けオンライン女性健康相談サービス「フェムラインかごしま」実証事業
(社会医療法人博愛会 相良病院)
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09.
生理用品の計量管理による生理周期の把握とデータを活用した健康課題の解決
(シャープ株式会社)
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10.
働く更年期女性がキャリアをあきらめないためのヘルスリテラシー向上・相談窓口事業
(株式会社ジョコネ。)
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11.
生命をつなぐ 世代をつなぐ 医療をつなぐ診療支援システム開発
(株式会社シンフォニア)
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12.
妊活・不妊治療と仕事の両立を支援する妊活サポート事業
(株式会社ステルラ)
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13.
更年期ケアの重要性を可視化し、社会へ啓蒙＠渋谷区＠神戸市 自治体連携
(株式会社TRULY)
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14.
女性のライフプランとキャリアの両立支援事業
(株式会社ninpath)
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15.
個人・企業のヘルスリテラシー向上と日本の８割の雇用を支えるローカル経済圏での
フェムテック普及展開の仕組みの構築に向けた実証事業
(株式会社陽と人)
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16.
自治体と連携した
1. 妊活・不妊治療の当事者向けサポート 2. 妊活・不妊治療を支える周囲の
サポート啓蒙
(株式会社ファミワン)
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17.
日常生活の中で簡便に自身の疲労度・ストレスレベルを可視化し、
リアルタイムで感覚刺激を通じた解決を行うアプリ「me-fullness」による、
働く女性の疲労・ストレス緩和ソリューションの実証事業
(株式会社ポーラ・オルビスホールディングス)
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18.
女性社員が入社からリタイアまでいきいきと働ける環境を実現する
健康課題改善プラットフォーム事業
(丸紅株式会社)
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19.
周産期遠隔医療プラットフォームを活用した仕事と安全な妊娠・出産の両立にかかる
実証事業
(メロディ・インターナショナル株式会社)
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20.
女性従業員と企業へのワンストップソリューション伴走支援による
女性の健康課題解決と就業継続促進に向けた健康相談並びにセミナー事業
(株式会社SUSTAINABLEME)
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自治体向け実態調査結果
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自治体向け実態調査_調査概要
本調査は、全国のすべての自治体を対象として、自治体における女性活躍推進に向けた健康課題解決
の取組実態やその中でのフェムテックの認知度・活用意向、また今後に向けた自治体との協働における
ポイントを明らかにすることを目的に実施した。

調査概要

調査名 自治体における女性活躍推進に向けた健康課題解決に関する実態調査

実施期間 2021年12月～2022年2月

調査対象 全都道府県および市区町村

調査方法 • Webアンケート
➢ 都道府県の男女共同参画担当部署より傘下の市区町村に展開いただく形で実施

• インタビュー
➢ 上記回答者のうち、5自治体にデプスインタビューを実施

主な調査項目 • 女性活躍推進に向けた健康課題解決の取組状況／取組予定／抱える課題
• 女性活躍推進に向けた健康課題解決の所管部局
• フェムテックの認知度
• フェムテックの活用状況／活用意向／抱える課題

回答数 19.0%（339/1,788団体）
➢ 都道府県：29/47件 (61.7%)
➢ 市区町村：310/1741市区町村 (17.8%)

455



PwC

多くの自治体が、関連する複数の課を回覧する形で回答した。 回答者の属性をみると、代表回答者が
所属する課の種別は、男女共同参画関連課が最も多く、次いで政策企画関連課、 健康関連課であった。
なお、課名は事務局にて分類の上、集計した。

回答者のペルソナ（単一回答）

自治体向け実態調査_アンケート結果（1/11）

※課名をPwCにて分類の上集計

2, 0.6%

6, 1.8%

13, 3.8%

15, 4.4%

21, 6.2%

33, 9.7%

50, 14.7%

59, 17.4%

64, 18.9%

76, 22.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

その他

子供関連

まちづくり関連

教育関連

住民協働推進

文化・人権

総務

健康関連

企画・政策

男女共同参画

(n=339)
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女性活躍推進に向けた健康課題解決に取り組む庁内の担当部署は自治体によって異なり、健康づくりの
所管部署が最も多かった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（2/11）

(n=334)

※％は、全回答者に占める回答者の割合

38, 11.2%

54, 15.9%

84, 24.8%

135, 39.8%

239, 70.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

産業振興の所管部署

分からない

雇用政策の所管部署

子育ての所管部署

健康づくりの所管部署

457

女性活躍推進に向けた健康課題解決に取り組む庁内の担当部署（複数回答）
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住民や地域内の企業等に向けたサービスとして現在取り組まれている内容は、情報提供・普及啓発が
領域横断的に多かった。一方で、「企業における職場環境改善、両立支援」については領域横断的に
実施率が低かった。また、テーマごとに取組の実施状況をみると、妊娠・出産関連の取組が多かった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（3/11）

458

女性活躍推進に向けた健康課題解決について、現在取り組んでいる内容（複数回答）

月経 妊娠・出産 不妊 産後ケア 更年期 婦人科疾患
ヘルスリテラシー

全般
その他健康
づくり全般

情報提供・普及啓発 27% 71% 58% 63% 31% 52% 32% 53%
相談窓口の設置 22% 67% 41% 60% 26% 29% 17% 35%

企業における職場環境改善、両立支援 4% 12% 7% 2% 1% 2% 1% 4%
健康診断・検診の実施 3% 51% 4% 15% 5% 61% 10% 27%

助成制度 2% 55% 67% 47% 1% 19% 4% 11%

(n=339)
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今後取り組みたい内容については、領域横断的に「情報提供・普及啓発」の割合が多かった。なお、回答率の伸び
をみた場合、「企業における職場環境改善、両立支援」は全領域において回答率の向上が見られた。そのほか「月
経、更年期、ヘルスリテラシー全般」の領域において、「情報提供・普及啓発」の回答率の伸びが大きかった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（4/11）

459

女性活躍推進に向けた健康課題解決について、
現在取り組んでいる内容と今後取り組みたい内容（複数回答）

月経 妊娠・出産 不妊 産後ケア 更年期 婦人科疾患
ヘルスリテラ
シー全般

その他健康
づくり全般

情報提供・普及啓発 27% 71% 58% 63% 31% 52% 32% 53%
相談窓口の設置 22% 67% 41% 60% 26% 29% 17% 35%

企業における職場環境改善、両立支援 4% 12% 7% 2% 1% 2% 1% 4%
健康診断・検診の実施 3% 51% 4% 15% 5% 61% 10% 27%

助成制度 2% 55% 67% 47% 1% 19% 4% 11%

月経 妊娠・出産 不妊 産後ケア 更年期 婦人科疾患
ヘルスリテラ
シー全般

その他健康
づくり全般

情報提供・普及啓発 46% 53% 50% 50% 49% 51% 48% 54%
相談窓口の設置 18% 36% 25% 34% 19% 22% 14% 20%

企業における職場環境改善、両立支援 9% 13% 12% 7% 6% 6% 6% 8%
健康診断・検診の実施 1% 26% 3% 11% 4% 31% 7% 16%

助成制度 2% 29% 31% 29% 2% 12% 4% 7%

現在

今後

※％は、全回答者に占める回答者の割合。ハイライトは、現在の取組より回答率が向上したもの

(n=339)

(n=339)
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事業を企画・実施する上での課題や困難については、「事業の企画・運営に係る人員の不足」を約半数の
自治体が課題として挙げており、次いで「予算の確保が困難」、「関係部局との連携が困難、現時点では
担当部署が未定」の回答が続いた。

自治体向け実態調査_アンケート結果（5/11）
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女性活躍推進に向けた健康課題解決に係る事業を企画～実施する上での課題や困難
（複数回答）

18, 5.3%

50, 14.7%

65, 19.2%

80, 23.6%

86, 25.4%

86, 25.4%

105, 31.0%

129, 38.1%

135, 39.8%

167, 49.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業の企画・運営に係る人員が不足している

予算の確保が難しい

庁内関係部局との連携が難しい、現時点では担当部署が明確に決まっていない

他に優先して対応すべき課題がある

女性の健康課題解決に資するサ-ビスを提供する企業を知らない、連携方法が分からない

自治体として解決すべき課題が何か分からない

女性従業員の健康課題解決に取り組む意欲を持つ企業を知らない、連携方法が分からない

女性のみを対象とした施策の立案・実行が難しい

連携すべき医療機関を知らない／地域に適切な医療機関がない、連携方法が分からない

自治体として解決すべき課題は把握しているが、解決方法が分からない

(n=339)

※％は、全回答者に占める回答者の割合
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「フェムテック」の認知度については、「聞いたことがない・知らない」の回答が58.7%で最も高かった。
「知っており、フェムテックを活用した施策を実施している」、「知っており、フェムテックを活用した施策を
検討している」と回答した自治体はいずれも２%程度であった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（6/11）

461

「フェムテック」の認知度（単一回答）

8, 2.4%

6, 1.8%

101, 29.8%

24, 7.1%

200, 59.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

知っており、フェムテックを活用した施策を実施している

知っており、フェムテックを活用した施策を検討している

知っているが、フェムテックを活用した施策は検討していない

知っているが、フェムテックを活用した施策を実施しているか分からない

聞いたことがない・知らない

(n=339)



PwC

自治体向け実態調査_アンケート結果（7/11）
フェムテックを活用した施策を実施・検討している自治体において、領域ごとに取組を整理したところ、「情
報提供・普及啓発」に関する取組内容が最も多かった。 現時点では、フェムテック を活用し「企業におけ
る職場環境改善」、「健康診断・検診の実施」を実施・検討している自治体は確認できなかった。

462

具体的な実施事項（自由回答）

実施予定

取組内容 詳細

情報提供・
普及啓発

女性の健康問題をテーマにしたセミナー

女性の妊娠・出産、更年期障害等と仕事の両立や悩みの不安等の解消に向けて、フェムテッ
クの製品・サービスの企業への導入を促進する情報発信を主とする事業

庁内でのアンケート調査、企業への情報提供、企業研修への講師の派遣、フェムテック企業と
のマッチング支援等

女性の課題解決に関する研究シーズの事業化・法人化を後押しするためのセミナー開催

助成制度 別事業で実施しているビジネスコンテストに本分野の表彰新設

その他 公共施設における生理用ナプキン無料提供サービスの導入

実施済/実施中

取組内容 詳細

情報提供・
普及啓発

「生理フレンドリーな街づくり」をテーマに生理についての話や、フェムテックの活用についての講
座を開催

モバイルアプリを活用し、情報発信

生理の貧困問題をテーマにワークショップを開催。様々な生理用品を展示し、自分にとって心地
のよいものを試すことができるということを参加者へ周知

相談窓口の
設置

「出産、育児、子育て」アプリの導入

子育て年代の方々の健康づくりをお手伝いする『マイ保健師』制を取り入れています。妊娠から出
産、就学までのお子さんや保護者の方の相談に応じる

子育て支援や育児についての相談等を行い、子育て中の家族の社会的孤立や育児不安に対し
て、地域ぐるみで子育ての応援をする環境づくりを推進

民間企業へ委託し、LINEを活用して専門家チームが不妊や妊活についての悩みに相談対応

助成制度
女性活躍推進「先進性」モデリング事業費補助金にて「女性活躍推進に関する先進性のある取
組みを試験的に実施する事業」を支援
(例1) フェムテック製品・サービスを女性従業員向けの福利厚生として活用

その他
フェムテックに限らず、医療・健康機器産業全般への県内製造業の製品開発や取引支援を実施
しており、その中にフェムテックに該当する案件も含む

※フェムテックについて「知っており、フェムテックを活用した施策を実施している」、「知っており、フェムテックを
活用した施策を検討している」と回答した団体の回答をPwCにて整理
※複数の取組を実施している自治体についても、取組内容別に分解し、記載

(n=13)
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女性活躍推進に向けた健康課題解決に係る事業におけるフェムテック活用の関心について、
「わからない」の回答が約半数で最も多かった。 「とても関心がある」「どちらかというと関心がある」の
回答は約３割であった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（8/11）

463

女性活躍推進に向けた健康課題解決に係る現在・今後の事業における
「フェムテック」の活用の関心度（単一回答）

14, 4.2%

83, 24.9%

69, 20.7%

10, 3.0%

157, 47.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

とても関心がある

どちらかというと関心がある

どちらかというと関心がない

まったく関心がない

わからない

(n=333)
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うち、フェムテックの活用に関心のある領域・取組について、「不妊領域における助成制度」との回答が
最も多かった。また、領域横断的に「情報提供・普及啓発」が最も多く、次いで「企業における職場環境
改善」、「相談窓口の設置」と続いた。

自治体向け実態調査_アンケート結果（9/11）

464

フェムテックの活用に関心のある領域・取組（複数回答）

月経 妊娠・出産 不妊 産後ケア 更年期 婦人科疾患
ヘルスリテラシー

全般
その他健康
づくり全般

情報提供・普及啓発 83.5% 78.4% 78.4% 64.9% 81.4% 76.3% 81.4% 83.5%

相談窓口の設置 28.9% 30.9% 29.9% 25.8% 29.9% 26.8% 17.5% 17.5%

企業における職場環境改善、両立支援 33.0% 36.1% 36.1% 26.8% 28.9% 28.9% 24.7% 23.7%

健康診断・検診の実施 6.2% 10.3% 7.2% 7.2% 5.2% 9.3% 4.1% 4.1%

助成制度 5.2% 10.3% 86.6% 8.2% 1.0% 5.2% 1.0% 1.0%

※％は、フェムテックの活用について「とても関心がある」、「どちらかというと関心がある」の回答者に占める回答者の割合

(n=97)
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一方で、フェムテックの活用に関心がない理由は「フェムテックで何ができるかわからない」が92.5%で
最も多く、「フェムテックを活用する必要性を感じない」「そのものに関心がない」の回答は 7.5%に
とどまった。

自治体向け実態調査_アンケート結果（10/11）
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フェムテックの活用に関心がない理由（単一回答）

212, 92.2%

13, 5.7%

5, 2.2%

0% 30% 60% 90%

フェムテックで何ができるかわからない

フェムテックを活用する必要性を感じない

フェムテックそのものに関心がない

(n=230)

※％は、フェムテックの活用について、「どちらかというと関心がない」、「全く関心がない」、「わからない」の回答者に占める回答者の割合
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フェムテックへの関心度・認知度は関係なく、フェムテックを活用して取組を今後行う場合に想定される
課題については 、「フェムテックに関する情報が不十分」が 76.3％で最も多く 、次いで 「費用対効果が
わからない」、「事業の企画・運営に係る人員が不足している」が続いた。

自治体向け実態調査_アンケート結果（11/11）
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女性活躍推進に向けた健康課題解決に係る事業を
「フェムテック」を活用して企画～実施する上での課題や困難（複数回答）

40, 11.8%

66, 19.5%

139, 41.0%

141, 41.6%

148, 43.7%

151, 44.5%

164, 48.4%

259, 76.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

製品・サービスにおけるプライバシー担保が不安

新規産業のため、安全性や信頼性が維持できるか懸念がある

フェムテック企業とのネットワークがない、連携方法が分からない

庁内関係部局との連携が難しい、現時点では担当部署が明確に決まっていない

予算の確保が難しい

事業の企画・運営に係る人員が不足している

費用対効果が分からない

フェムテックに関する情報が不十分

(n=339)

※％は、全回答者に占める回答者の割合
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自治体におけるフェムテックサービス導入・活用におけるポイントとして、「地域課題の特定」「キーパーソ
ンからの理解獲得」「実現可能な範囲からの取組実施」が挙げられた。また、要望としては、共通して情報
共有のニーズが強くあった。

自治体向け実態調査_インタビュー結果

467

女性活躍推進に向けた健康課題解決に係る事業を
「フェムテック」を活用して企画～実施する上での課題や困難（複数回答）

項目 事例

政策的位置づけ ・フェムテック活用を通じて解決したい地域課題が明確
✓地域課題を基礎データを持って適切に把握している
✓フェムテック活用は女性活躍推進に向けた手段の一部でしたかないため、フェムテックを活用して最終的に解決すべき課題を特定できている
✓また、自治体における政策の中でのフェムテック活用の位置付けが明確になっている

事業概要 体制（内部） ・事業企画～実施に係る関係者（所管部署）が明確
✓連携が必要不可欠な関係者が整理されており、部署横断的な協力が可能な状態になっている

・首長等のキーパーソンの理解を獲得
✓フェムテック活用ができている自治体は、首長等の理解が得られているケースが大半である

体制（外部） ・事業実施に係り、連携が必要となる組織・団体とのリレーション構築
✓事業を企画～実施するにあたり必要な支援を外部組織・団体（フェムテック企業含む）から得られる体制が日頃から構築できている

予算 ・実現可能な範囲での取組から着手
✓予算確保をするとなるとハードルが高いため、既存事業にアドオン形や外部組織・団体の取組を後援する形での関りができている

要望 情報共有 ・他自治体のフェムテック活用事例の共有
✓自治体で新たな事業への予算要求を行うにあたって、他自治体の成功事例があるとスムーズに決裁される傾向にある

・自治体として活用できる国の予算の共有
✓活用できる国の予算情報等を知りたいニーズが高い傾向にある



PwC

Webアンケート及び５自治体へのデプスインタビューの結果より見えてきた、今後より自治体でフェムテック
活用を推進するためのポイントは以下の３点と考えられる。

自治体向け実態調査_今後に向けて

468

自治体におけるフェムテック活用に向けたポイント

政策上の位置づけの明確化
誰のどのような課題を解決するためのフェムテック活用か、各自治体の政策の中での位置づけを明確にし、庁内の合
意形成を促進する。それに伴い所管部署も明確になっていく。

エビデンスの準備
地域の住民や企業の支援ニーズを正確につかむための基礎データが不足しているケースも散見される。まずは情報を
集めることで、どのような課題を解決するためにどのようなフェムテックを活用することが必要か、明確になっていく。

事例の共有
フェムテックを活用することでどのようなメリットがあるのか等の事例に加えて、自治体としてどのようなリソース（人員、
予算）で取組を推進したのか等の他自治体がどのようなスキームで取組を実施しているのか事例を共有し、参入ハード
ルを下げていく必要があると思料する。

1

2

3



成果報告会資料
～パネルディスカッション
『民間企業や自治体における
フェムテックサービスの活用』
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＜パネリスト＞
株式会社パソナグループ HR本部 ワークライフファシリテーターグループ グループ長 齋藤 満梨奈 氏
株式会社タウ 総務部 健康管理課 主任 酒匂 こず枝 氏
東京都渋谷区 グローバル拠点都市推進室 瀨野 小枝子 氏
広島県三原市 経営企画課 総合企画係長 清水 逸司 氏
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実証実験事業 ～Innovation for New Normal from Shibuya～

【事業の概要】

・社会課題を解決するようなサービスやテクノロジーを募集

・実証実験の場を提供

【株式会社TRULY】

・更年期など大人の女性の悩みに寄り添う

健康相談サービス



【実施内容】

【対象】

・区民モニター＋渋谷区職員＋α

・30代～50代

【実施内容】

・実証実験期間2か月

・健康相談チャット利用

・ヘルスリテラシー動画鑑賞

・利用前後のアンケート調査



実施結果

【サービス利用前】

・更年期に対する理解不足 7割

・更年期に対する不安 7割強

・更年期の不調による昇進辞退/辞退を検討 ４割

【サービス利用後】

・更年期への対策・予防への意欲の高まり ７～８割

・対策・予防の開始など行動変容 ２～３割

・更年期への理解度 20％アップ⤴

・更年期への不安 10％ダウン⤵

キャリアへの
影響大



行政として取り組む意義

【渋谷区の人口構造】

25～54歳の
割合大
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三原市のフェムテックへの取組

広島県三原市



子育て支援 と女性活躍

を組織横断で検討（R2年度～）

企画 商工 保健福祉 子育て 人権



○出生数が10年間で約３割減少

806 796

680
756 755 766

680 687
618 588 572
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1,000
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出典：人口動態統計

○女性活躍推進は，今後も拡大していく動き

2015
(H27)

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）が成立

2019
(R1)

女性活躍推進法等の一部を改正する法律が成立

2020
(R2)

労働者数301人以上の事業主行動計画の策定・情報公表の義務化

2022
(R4)

上記の義務化が，労働者数101人以上～300人の事業主に拡大



課題

➢20歳代女性の有配偶率は

高いが，30歳代女性で

全国平均に近づく。

➢第１子の有配偶出生率が

全国平均よりも低く，第２

子・第３子への影響が懸念



作成：公益財団法人 中国地域創造研究センター





＜課題のまとめ＞

✓ 第１子有配偶出生率の向上が必要

✓30代女性の有配偶率の向上が必要

✓25-39歳の第１子を持つことに対する支援が必要

⇒これらは第２子以降への支援にもつながる



取組の方向性

➢ 三原市内で家族を育む取組を進める。

➢ 結婚した夫婦の第１子誕生を祝う場所が三原に

なっていることをめざす。



結婚出会い

妊娠期

出産

産後子 育 て 期

妊娠前

(仮称)育みサイクル

～第１子への支援を
第２子・第３子へ～

はぐく

※女性の平均初婚年齢：29.6歳
※第1子出生時の母年齢：30.7歳

29歳以降の女性

【第１子誕生までのライフイベント】





㈱ファミワン様との連携

妊活支援セミナーを開催
■当事者向け：

11/8（全国），12/11（三原限定）
■管理職や周囲の方向け：

11/22（全国），12/13（三原限定）

市長の定例記者会見の様子（R3.10.25）



＜セミナーの結果＞

11/8（全国） 6名参加

12/11（三原限定） 11名参加

■当事者向け

➢ 自分の知らなかった観点からの考え方を知ることができた。

➢ 相談しやすい関係づくりに向けて、まずは知ることに取り組むことができた。

➢ 学びが多く、有意義なセミナーでした。現場の声と組織との橋渡しをしていければと思います。

➢ 妊活を知ることが自分の為にもなるし、周囲への理解にもつながると思います。

➢ 市民の皆さんが抱える課題や困難に寄り添い、フェムテックをはじめとしたテクノロジーなども

活用しながら解決に向けた取組を推進できるよう、引き続き検討を進めたいと思います。

■管理職や周囲の方向け

■参加者の声

11/22（全国） 19名参加

12/13（三原限定） 22名参加



NHK様からの取材＆ユニ・チャーム㈱様との勉強会

勉強会：11/18（木）職員17名参加

経営企画課，地域企画課，保健福祉課，児童保育課，

子育て支援課，商工振興課

番組放送：NHK総合（広島県向け）

12/10（金） ， 12/21（火）

NHKBS１（全国）

2/2（水）



www.pwc.com/jp

本事業に関して、お問い合わせ等ございましたら、下記までご連絡ください。

＜問い合わせ先＞
PwCコンサルティング合同会社 公共事業部
「フェムテック等サポートサービス実証事業 」事務局
・ jp_cons_femtech@pwc.com
( 受付時間 ９：１５～１７：１５／月～金（祝日除く））

成果報告会の記録動画は
こちらからご視聴いただけます
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